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事業戦略としての基礎研究 

東倉 洋一 （NTT 先端技術総合研究所 所長）  

 
 
 きょうは，こういう機会を与えていただきまして，どうもあり

がとうございました。 
 私からは，タイトルとして「事業戦略としての基礎研究」とい

うことで，NTT の R & D 全体として今，基礎研究にどういうふ

うに取り組んでいるかという現状と，その考え方をお話させてい

ただいて，いろいろ話題提供をさせていただければと思っていま

す。 
 
 予備知識として，ご承知の方もたくさんいらっしゃると思いますが，今のグループのR & D
体制というのはこういうふうになっているとい

うことをご理解いただきたいと思います。持ち

株会社という傘の中に，図 1 に書いてあります

ような 5つの事業会社がありまして，ほかにも

グループ会社はたくさんありますが，持ち株会

社で基盤的なR & D を，そして 5つの事業会社

ではその事業会社を特徴づける応用的なR & D
をやる。基盤的な R & D の経費はこの 5つの事

業会社が負担するという構造で，これは 2 年半

前の再編のときからスタートしたわけです。 
 
 この基盤的な R & D 体制は，現在，約 3000
人で，総合研究所というグループ別に構成され

ており，サイバーコミュニケーション総合研究

所，情報流通基盤総合研究所，そして先端技術

総合研究所にそれぞれ 500，1500，1000 人，

という体制でやっています（図 2 参照）。総合

研究所はどれも複合研究所でありまして，サイ

バーコミュニケーション総合研究所が 2つの研

究所，情報流通基盤総合研究所が4つの研究所，

それから私がやっています先端技術総合研究

所が 6 つの研究所という形で，全部で 12 の研

究所を 3 つのグループに分けて，ここに書いて
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アプリケーション用の新プロダクト

ネットワークサービス
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先端技術総合研究所 １０００人

情報流通基盤総合研究所 １５００人
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あるようなミッションで研究を進めて

いるわけです。 
 基礎研究が属する先端技術総合研究

所という組織は，図 3 に書いてあります

ような形になっていまして，約 1000 人

研究者がいますが，下の 2つに基礎研究

所という名前がついています。コミュニ

ケーション科学というのがソフト系・情

報系の基礎研究，それから物性科学とい

うのがハード系の基礎研究という，2 つ

の基礎研究体制で研究を進めています。 
 
 今からお話するのは，図 4 のようなシ

ナリオになっていまして，われわれ NTT
における R & D の意義をどう考えてい

るか，それからその中での基礎研究の位

置づけ，それはどういうふうに運営，そ

れから研究活動を行っているかという

ことです。 
 
われわれは R & Dの位置づけをこう

いうふうに考えています（図 5 参照）。 
IT 革命の推進と国際競争というため

に，R & Dというのは不可欠だと。R & D
でわれわれは経営を切り開いていくと

いうことが非常に重要なことだと。した

がって経営上の必要性から R & D を実

施する。 
現在，ご承知のように，NTT 法という

のがありまして，基盤的研究をやるとい

う責務を負っております。しかしながら，

われわれはこの NTT 法という法律の有

無にかかわらず，R & D を従来から推進

しておりまして，われわれのスタンスと

しては，この法律に対する基盤研究の貢

献というのは，結果貢献というふうに位

置づけています。 

１．ＮＴＴにおけるＲ＆Ｄの意義について

　ＮＴＴにおけるＲ＆Ｄの役割

　　■事業戦略立案

　　■新サービスの提供

　　■事業領域の拡大

（１）Ｒ＆Ｄの位置付け

・IT革命の推進と国際競争に勝つためにR&Dは不可欠

・経営上の必要性からR&Dを実施

・ＮＴＴ法上の責務の有無に関わらず、R&Dを推進

・技術動向の先取りに基づく事業戦略立案

・事業要望による既存技術の改良
・R&D成果に基づく新サービスの提供

・新たな市場の創生
・将来技術の先行開発

１．ＮＴＴにおけるＲ＆Ｄの意義

２．ＮＴＴにおける基礎研究の位置付け

３．ＮＴＴにおける基礎研究の活動状況

図 3：東倉 

図 4：東倉 

図 5：東倉 

先端総研の組織

生活環境研究所生活環境研究所

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研究所ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科学基礎研究所

未来ねっと研究所未来ねっと研究所

通信エネルギー研究所通信エネルギー研究所

フォトニクス研究所フォトニクス研究所

物性科学基礎研究所物性科学基礎研究所

先端技術総合
研究所

先端技術総合
研究所

未来ネットワークシステム

環境負荷の低減と生活様式の変革

次世代エネルギー技術

光（フォトニクス）デバイス

未来型コミュニケーション

ナノテクノロジーから量子情報技術

総人数約1000名
H113.3.31現在
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 このR & Dの役割というのを3つの言葉

で表現しますと，事業戦略の立案，つまり，

これからわれわれはどういう事業を展開

していくのかということを，R & D Vision 
driven で考えていこうと。事業の経営に R 
& D はかなり立ち入るんだという姿勢。そ

れから当然，新しいサービスというような

ものを提供するという，極めて一般的なミ

ッション。それから，今の事業をさらに拡

大していく，領域を拡大するんだと。今な

いことをやっていく，そういうふうな道を

切り開きたい，そういう役割に位置づけて

います。 
 
 その R & D，すなわち持ち株会社でやっ

ています基盤的な R & D というのは，4 つ

の事業貢献形態に分類していまして，図 6
の右側の楕円で書いた 4 つの形，既存事業

の拡大型，それから事業機会の創出型，市

場先行開拓型，最後に目的基礎型という，

そういう型に分類しています。もちろん，

これはどれかに分類して，その境目はない

ということではありませんが，こういうス

ペクトルのもとにやっているわけです。 
 これについては，技術・他社・市場動向

から，R & D ビジョン，これから将来に向

けて何をやっていかなきゃいかんかというビジョンをクリエートして，その中でこういう 4
つのタイプの研究を展開しているわけです。われわれとしては，こういう 4 つのタイプの研

究テーマが，同じ R & D という組織の中で，お互いに連携を持ってやっていく，単に基礎研

究というのを切り離してやるという形態をとらないということが非常に重要だというふうに

考えています。 
 
 こういう研究がどういうふうに機能していくか，あるいは機能させなきゃいかんかという

ことで，マネジメントの基本的な考え方というのが図 7 にありまして，これはいわゆる研究

費の流れというものにも対応しているわけです。すなわち，持ち株会社の中の研究は，先ほ

ど言いましたように，事業戦略に直結しているわけですけれども，R & D Vision drivenで計

画を立て，この計画に対して事業会社から研究費を投資してもらうと。そのR & D 計画を実

成果
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行させて，研究成果をプロダクトとして事

業会社にリターンし，事業会社はそのリタ

ーンに基いて事業を展開していく，そうい

う構造をいろんな形で回していきたい。 
 したがって事業会社にとってはこの研究

費というのは，性格としては投資というこ

とになるわけです。したがって成果として

それを回収するという姿勢でありまして，

われわれはこの R & D 計画，そしてその成

果というのを自己評価するとともに，事業

会社もこの成果を事業会社の尺度でもって

評価をし，今後の研究計画および研究費の

構造に反映させていこうということを今ス

タートし，それが進行している最中です。 
 
 その中で，基礎研究の位置づけは，図 8
にサマライズしています。全体的な基盤研

究というのはR & D ビジョンに基いて，バ

ランスのとれた幅広い研究テーマというも

のをやっていくんだと。その中で，長期的

な視点が必要な基礎研究というのは，国立

の研究機関と大学でやっている基礎研究と

はやや違ったものということをねらってい

まして，全体としては事業戦略の中でこういう基礎研究が必要なんだというふうな位置づけ

ができるものにテーマを絞り込んでいる。その取り組むテーマについては，学術的な知と，

産業界を牽引する先端テクノロジーという 2 本柱で COE をめざして運営をやっています。 
 
 基礎研究の進め方ということに決まった方式があるわけではありませんけれども，一つの

やり方として，われわれはこういうことは成功しているんじゃないかと思っているやり方が

あります。図 9 に書いてありますような最先端の基礎研究の推進に，長年培ってきた基盤研

究の技術というものをうまく生かして，すなわち，新しい技術が新しい基礎研究分野を生み，

その成果がまた新しい技術を生んでいく，そういうお互いの連関関係ということを非常にう

まく回していくやり方です。最近ホットな話題になっています量子情報処理というようなも

のは，うまく回っている例じゃないかと思っています。 
 
 

図 9：東倉 
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進には長年培ってきた基盤研究の技術・ノウハウ
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（１）基礎研究の位置付け

•基盤的研究開発では、中長期を展望したＲ＆Ｄビジョ
ンに基づき、基礎・要素技術と基盤技術のバランス
に配慮しつつ、短期・中期・長期の幅広い研究テー
マを選定し研究開発を進める。

•その中で、長期的な視点から取り組んでいる基礎研
究については、国立研究機関や大学とは異なり、長
期的な事業戦略に沿ったテーマに絞る。

•また、取り組むテーマについては、「学術界を引きつ
ける知と産業界を牽引する世界最先端テクノロジ」を
創出し、世界のCOEとなることを目指す。

図 8：東倉 
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光ﾌｧｲﾊﾞｹｰﾌﾞﾙのR&D投資と効果

R&D投資額

経費削減効果

技術収入（特許＋ﾉｳﾊｳ）

効果*1  8100億円 / 研究費用 *2  72億円 ＞ 100
*1　含む人件費、累計
*2　（NTTﾌｧｲﾊﾞ総購入額）－（同一長ﾒﾀﾘｯｸｹｰﾌﾞﾙ価格）

12

伝送容量の拡大
　メタル：400Mb/s
　光ﾌｧｲﾊﾞ：40Gb/s
光ﾌｧｲﾊ /゙ﾒﾀﾙ＞100
は入れていない

（実例）

伝送容量まで入れ
ると
100 x 100 = 10000倍
以上の効果

WDMを導入すると

10,000 x ch数
以上の効果

 こういう基礎研究が従来から，われわれ

の価値観としてはいろいろな成果を生ん

できたということで，これはある種の，先

ほどからのお話でいうと，線形モデルの 1
つの例という位置づけができるかもしれ

ませんが，音声のデジタル技術，それから

光ファイバーの技術，あるいは光デバイス

の技術というようなものは，15 年から 30
年ぐらい前に研究をスタートして，それが

今のモバイルと光ネットワークの時代と

いうことに欠くことのできないシーズを

提供してきたということです（図10参照）。

具体例としては，参考資料に譲りたいと思

います。 
 
 一番大きな投資効果を生んだと思われ

るものの一つとして，光ファイバーを例に

とってみましょう（図 11 参照）。まず R & 
D の投資に関しては，7, 8 年にわたって年

間約 10 億，合計で 70 億ぐらいの研究費

を投じたと考えています。それが直接的な

特許ノウハウというリターンだけじゃな

くて，非常に大きな経済効果を生んだ。す

なわちメタルから光への転換ということ

を経済的に試算してみると，これは何桁も

の経済効果を生んでいるんだろうと考え

ています。 
 
 こういう大きなものというのはそう簡

単に出るものじゃないかもしれませんが，

こういうふうな大きなインパクトをねら

って基礎研究というのは展開しなきゃい

かん。今，われわれの基礎研究の内容とリ

ソース配分についてちょっとだけ触れさ

せていただきますと，持ち株会社の研究開

発費というのは約 2000 億を当てておりま

す。その中で 5％，すなわち 100 億という

図 11：東倉 

図 12：東倉 

３．ＮＴＴにおける基礎研究の活動状況

（１）ＮＴＴの基礎研究の内容とリソース配分

持株会社研究開発費約２０００億円のうち約５％
（１００億円）を基礎研究に配分。（参考３）

（２）物性科学とコミュニケーション科学の基礎
　　研究２本柱で推進。（参考４）

（３）情報発信と評価（参考５＆６）

（４）外部連携とオープン化（参考７＆８）

（５）標準化活動への貢献（参考９＆１０）

図 10：東倉 

ＩＴ時代を導いた基礎研究ＩＴ時代を導いた基礎研究

モバイルと光ネットワークの時代

• 音声ディジタル技術 PARCOR (1969)
• 光ファイバ製造法 VAD (1973)
• 光デバイス技術 PLC&AWG (1987)

参考１＆２：　基礎から実用化と技術の市場評価
　　　　　　　　（光通信分野の例）



 

 －28－

図 13：東倉 

のは，2 つの基礎研究所に配分しています（図 12
参照）。 
 
 この基礎研究というのは，先ほど申し上げまし

たように 2 つの柱で構成されていまして，その運

営というのは，さっきも西村さんがちょっと話さ

れましたように，われわれは基礎研究というのは

すべてを中へ抱え込むものじゃないと考えていま

す。われわれが事業戦略として必要な基礎研究を

展開し，それを逸早く外に情報発信することによ

って，多くの基礎研究の市場をみずから作り上げて，そして，この市場からさまざまなリタ

ーンを得たいと考えています。 
 運営にあたっては，内部評価，外部評価などのいろいろな評価を活用しています。また外

部との連携，それからオープン化というのは非常に重要な要素とも考えておりまして，その

ための施策を積極的に展開しているつもりです。それから，標準化活動というようなことも，

基礎研究と同様に，重要な要素として考えているわけです。 
 ということで，こういう 3 つの点についてお話したわけで，山口さんからいただいたタイ

トルに対してお答えすると，「わが企業における基礎研究は終焉せず！」ということをお話し

たかったわけです（図 13 参照）。以上です。 
 

■基礎・要素から実用化の流れ（光通信分野の例）

年1970 1980 1990 2000 2010

光スプリッタ

光ADM

DWDM

フォトニック
クリスタル

第１戦略 第２戦略 第３戦略

モノリシック
光集積回路

Si単電子
ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ

光ルータ

光無線融合
デバイス

ハイブリッド
光集積回路

基
礎
　
　
　
↓
　
　
　
基
盤
（実
用
化
）

（注）斜字は民 営 化 （１９８５年）以前から基礎研究として取り組んでいた技術。

中 継 系
光 化

光通信の実用化

（高速・大容量化） （ﾌｫﾄﾆｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ） （光から量子へ）

PLC

大規模光SW

３テラビット／秒の世界最大
容 量 光 伝 送 実 験 に 成 功

AWG 

光ルータによるペタビット
級ネットワーク

光SW

超多波長光源
波長可変光源

超広帯域
光検出器

光メモリ

高速TDM/DWDM
EA集積DFB

光XC

光信号処理回路

超高速・極微細
光集積回路

光スターカプラ

光ファイバ研究開始

低損失・低価格光ファイバ

長波長半導体レーザ

光検出器

光ファイバ融着技術

PLCの提案

PLC長波長光通信の提案

1.3μm長波長光通信実証

LN光変調器

ONU光送受信モジ
ュール

光ファイバアンプ

SC型光コネクタ

MU型光コネクタ

量 子 技 術 に

よ る 極 低 電 力

・超高速通信

（参 考 資 料 １）

１．ＮＴＴにおけるＲ＆Ｄの意義

２．ＮＴＴにおける基礎研究の位置付け

３．ＮＴＴにおける基礎研究の活動状況

わが企業における基礎研究は終焉せず！
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情報
流通PF通信NW

音声圧縮技術
（Twin-VQ）

情報流通PF技術

　・著作権管理
　・認証、課金、決済

ディジタルアーカイブ技術
　・画像、音声圧縮
　・格納，検索
　・配信

PDS
ATM-PON

超高速バックボーン

光ＡＤＭリング

超高速多重（ＴＤＭ）技術

波長多重（ＷＤＭ）技術

超並列交換技術

光交換技術

プログラマブル
信号処理技術

オペレーションシステム

光ルータ

持株会社研究開発費約２０００億円のうち約５％（１００億円）を基礎研究に配分。持株会社研究開発費約２０００億円のうち約５％（１００億円）を基礎研究に配分。

基
礎
・
要
素
技
術

極低損失ファイバ

超高速半導体レーザ
高速受光素子 ホログラフィー技術

画像処理技術

低消費電力ＬＳＩ

分散制御ファイバ

平面光導波路（ＰＬＣ）
ファイバ増幅器 データベース技術

符号圧縮技術

高精細ディスプレー

GMN-CL

ナレッジポータルシステム

高度ＩＮ

光コネクタ

ソフトウェア無線

基
盤
技
術

パケット交換技術

ＡＴＭ技術
ＩＰプロトコル技術

ルーティング技術

パケット型統合網

ｺﾝﾃﾝﾂ・
AP

端末・
ｿﾌﾄ

腕時計型PHS

ホームGW

高臨場感

VoIP/IP-VPN技術

音声ディジタル符号化技術

１
０
０
億

物性科学基礎

基礎研究
コミュニケーション科学基礎

■ＮＴＴの基礎研究の内容とリソース配分

超高集積光ナノ回路

量子コンピュータ

単電子デバイス 超高速メディア探索 多言語翻訳

人間の視聴覚・発話機構の解明 言語機能の解明量子暗号

（参考資料３）
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■基礎研究の２本柱

■物性科学基礎
　　爆発的に増大し続ける情報量に対応するための克服すべき

ネットワーク技術の壁(速度･容量･消費電力・サイズ・安全性)
　　を超えることを目指す
　　＜具体例＞
　　　・「量子コンピュータ」：超高速演算により曖昧な条件で融通が利く情報検索を瞬時に完了させる技術を実現
　　　・「超高集積光ナノ回路」:超高速動作と超小型化を達成する新しい方式の通信用光集積デバイスを実現
　　　・「単電子デバイス」：低消費電力で存在を意識せずに通信できるウェアラブル情報端末などを実現
　　　・「量子暗号」：原理的にセキュリティーを確保できる絶対安全な通信を実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■コミュニケーション科学基礎
　　 多様化・個性化の加速に対応するために克服すべきコミュニ
　　ケーション技術の壁（感覚・快適性・言語・知識・文化）を超え
　　ることを目指す
　　＜具体例＞
　　　・「超高速メディア探索」：大量の映像・音声情報から超高速かつ正確に情報抽出する技術を実現
　　　・「人間の視聴覚・発話機構の解明」：人間の仕組みに適合した快適なコミュニケーション技術を実現
　　　・「言語機能の解明」：言語の複雑な性質を理解しコミュニケーションを支援する技術を実現
　　　・「多言語翻訳」：言語の壁を克服する技術を実現

（参考資料４）

世界最大の科学情報会社である米ＩＳＩ（Institute for Scientific Information)が調査した

「ハイ・インパクト論文ランキング」における評価で、ＮＴＴは国内「総合」第７位（民間トップ）。
ＮＴＴが焦点を絞っている「工学」 「応用物理」分野ではＮＴＴはトップクラス。

【出典：「大学ランキング２００２年版」（朝日新聞社）】

世界最大の科学情報会社である米ＩＳＩ（Institute for Scientific Information)が調査した

「ハイ・インパクト論文ランキング」における評価で、ＮＴＴは国内「総合」第７位（民間トップ）。
ＮＴＴが焦点を絞っている「工学」 「応用物理」分野ではＮＴＴはトップクラス。

【出典：「大学ランキング２００２年版」（朝日新聞社）】

　　■「ハイ・インパクト論文ランキング」にみるＮＴＴの活動実績

・米ＩＳＩが、分野毎に引用数が多い論文２００本を毎年選び、２２分野で１９８１年から１９９８年までを集計してランキング。
　（約７７０００本、うち約３０００本が日本の研究機関）
・ＨＩＰ：Ｈｉｇｈ　Ｉｍｐａｃｔ　Ｐａｐｅｒ　（ハイ・インパクト論文）

順位

１

２

４

６

７

９

研究機関名 ＨＩＰ論文数 被引用数

東京大 ４０ ９９７１

日本電信電話 ２５ ５４７８

日亜化学工業 ２５ ４５３１

東京工業大 １４ ２８３２

東北大 １４ ２７９０

大阪大 １２ １８６１

ＮＥＣ研究所 １０ ３３２１

１０ １７６５

名古屋大 ８ １５７０

【応用物理】

１０ 無機材料研究所 ６ １７６３

京都大

順位

１

２

４

６

８

研究機関名 ＨＩＰ論文数 被引用数

日本電信電話 ４１ ３０５０

東京工業大 １９ ２７２５

東京大 １４ １０８６

日立製作所 １０ ８６５

ソニー １０ ８２２

大阪大 ９ ７４３

京都大 ９ ７２９

５ ６０２

名古屋大 ５ １８４

【工学】

１０ ４ ２３０

富士通研究所

愛媛大

３

（参考資料５）
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ＮＴＴが自ら取り組む基礎研究のテーマは、長期的な事業戦略
に沿ったものに絞っており、全てをＮＴＴのリソースだけで取り組
むのではなく、必要に応じて外部のリソースも活用。

ＮＴＴが自ら取り組む基礎研究のテーマは、長期的な事業戦略
に沿ったものに絞っており、全てをＮＴＴのリソースだけで取り組
むのではなく、必要に応じて外部のリソースも活用。

■基礎研究における外部との連携の考え方

ＮＴＴの研究テーマと同様な国家プロジェクト等が存在
し、研究を受託することにより外部のリソースを活用で
き、ＮＴＴの研究を効率化するとともに国の技術戦略推
進に貢献できるテーマについては、受託研究を実施

受託研究

外部の研究機関とノウハウやリソースを相互補完し合
うことが、ＮＴＴの研究を推進する上でメリットがあると
判断される場合は、共同研究を実施

共同研究

新たに立ち上げるテーマについて、外部の適切な研究
機関を活用したほうが効率的に研究を進められると判
断される場合には、外部への委託研究を実施（脳の情
報処理機能の解明、遺伝子情報理論の研究等）

委託研究

（参考資料７）

順位 研究機関名 ’98 ’99 ’00 計

1 NTT 3 2 3 8
2 生物分子工学研究所 0 3 1 4
3 日本電気 1 1 1 3
4 日立製作所 1 1 0 2
4 キリンビール 1 1 0 2
4 国際電気通信技術研究所 1 0 1 2
4 浜松ホトニクス 0 2 0 2
8 塩野義製薬 0 0 1 1
8 種子生産研究所 0 0 1 1
8 日本たばこ産業 0 0 1 1
8 チッソ 0 0 1 1
8 海洋バイオテクノロジー研究所 0 1 0 1
8 神戸製鋼所 0 1 0 1
8 三菱生命研 1 0 0 1
8 宇部興産 1 0 0 1
8 協和発酵 1 0 0 1
8 武田薬品工業 1 0 0 1
8 ペプチド研究所 1 0 0 1
8 茨城日本電気 1 0 0 1
8  ＴＤＫ 1 0 0 1
8 味の素 1 0 0 1
8 ヘリックス研究所 1 0 0 1

サイエンス分野で最高峰の学術雑誌である「Ｎａｔｕｒｅ」における掲載論文数
は、民間ではNTTがトップ

サイエンス分野で最高峰の学術雑誌である「Ｎａｔｕｒｅ」における掲載論文数
は、民間ではNTTがトップ

■Nature誌におけるNTTの活動実績

順位 研究機関名 ’98 ’99 ’00 計

1 東京大学 25 17 21 63
2 科学技術振興事業団 10 17 21 48
3 京都大学 11 9 11 31
4 大阪大学 11 6 10 27
5 東北大学 5 5 10 20
6 理化学研究所 3 5 11 19
7 名古屋大学 4 5 4 13
8 九州大学 2 2 5 9
9 NTT 3 2 3 8

10 北海道大学 2 3 2 7
11 東京工業大学 2 1 3 6
11 基礎生物学研究所 1 2 3 6
13 慶應義塾大学 1 2 2 5
13 総合研究大学院大学 0 2 3 5
13 奈良先端科学大学院大学 1 3 1 5
13 国立遺伝学研究所 3 1 1 5
17 筑波大学 3 0 1 4
17 都立大学 2 1 1 4
17 広島大学 3 1 0 4
17 宇宙科学研究所 3 0 1 4
17 生物分子工学研究所 0 3 1 4

最近3年間のトップ20 民間研究機関に絞った場合（再掲）

出典：Nature Japan
出典：Nature Japan

（参考資料6 ）

1998年

・物質科学　物性研　堀内勉ほか

・半導体物理　物性研　樽茶清悟、山本喜久

・半導体物理　物性研　藤澤利正、樽茶清悟

２０００年　

・半導体物理　物性研　佐々木智ほか

・半導体物理　物性研　日比野浩樹ほか

・視覚心理　（ＣＳ研リサーチプロフェッサー）カルテック　下條信輔

1999年

・量子光学　（物性研）　スタンフォード　山本喜久

・認知科学、視覚心理　ＣＳ研　西田眞也
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■外部との連携の実施状況

委託研究 受託研究 共同研究

大学（国内）
　　５５

国研等
（国内）

１２

企業（海外）　８

企業（国内）
１８

【H１１年度　１０５件】

国研等
（海外）１

【H１１年度　２７件】

科学技術庁関連
１０

文部省関連
　　　　　3

通産省関連
６

建設省関連　1

大学（国内）
５３

国研等（国内）　６

【H１１年度　７５件】

※数値は基礎研究を含めた研究所全体

（参考資料８）

郵政省関連
　

７

大学
（海外）

１６

大学
（海外）

１１

ITU-T 電気通信 SG議長１名、SG副議長２名、WP議長４名

ITU-R 無線通信 SG議長１名

JTC1 情報流通 議長１名

ATM-F ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ・B-ISDN　　　　　　　　　

FSAN 電気通信 WG議長２名

TINA-C ｿﾌﾄｳｪｱ・ｱｰｷﾃｸﾁｬ
役員会：会長１名、副会長１名、
アーキテクチャボード：副議長１名

ｃＩＤｆ 情報流通 事務局長１名

MSF 情報流通 理事１名

■国内外の標準化活動への貢献

NTTの標準化活動への参加

　従来のITU等の公的標準化活動に加え，民間主導形の各種フ
ォーラムへも参加し、限られたリソースの中で寄書の投稿、役職
業務の遂行等によって標準化活動に貢献しています。

　従来のITU等の公的標準化活動に加え，民間主導形の各種フ
ォーラムへも参加し、限られたリソースの中で寄書の投稿、役職
業務の遂行等によって標準化活動に貢献しています。

NTTが貢献した主な標準化内容

ITU：
　・No.7信号方式
　・SDH方式（同期ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾊｲｱﾗｰｷ）
　・高速光アクセス方式（ATM-PON）
　・Fax用符号化方式(G3,G4)
　・共通鍵暗号方式（FEAL）
　・8Kbit/s音声符号化方式
　・ﾃﾚﾋﾞ会議用符号化方式
IETF，ITU：
　・B-ISDNｼｸﾞﾅﾘﾝｸﾞ
　　（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾄｺﾙｻﾎﾟｰﾄを含む）
IEC，ファイバチャネル，ＴＩＡ/ＥＩＡ：
　・単一ﾓｰﾄﾞ光ﾌｧｲﾊﾞ用ｺﾈｸﾀ
IEEE:
　・無線LAN方式
ISO:
　・ディジタル署名方式（ESIGN）
その他：
　・動画像符号化方式（MPEG2）

注）NTT提案に基づくFSAN仕様がITU-T国際
標準として勧告化（1998-2000）

注）

主な役職ポスト

Ｇｌｏｂａｌ　
Ｐｌａｔｆｏｒｍ

情報流通 理事１名

TM課題責任者１名

延べ参加
2,900人日

(H11)

公的標準化
機関：1300人日

フォーラム等：
1600人日

ITU-T寄書（H9～H12）
として414件を提案
（日本から867件）

（参考資料９）

■外部との連携の実施状況

委託研究 受託研究 共同研究

大学（国内）
　　55

国研等
（国内）

１２

企業（海外）　8

企業（国内）
18

【H11年度　105件】

国研等
（海外）１

【H11年度　27件】

科学技術庁関連
10

文部省関連
　　　　　3

通産省関連
6

建設省関連　1

大学（国内）
53

国研等（国内）　6

【H11年度　75件】

※数値は基礎研究を含めた研究所全体

（参考資料8）

郵政省関連
　

7

大学
（海外）

16

大学
（海外）

11
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Alcatel　 35+23+40+18+

ETRI  32Telekom Austria 37Korea 50

　　上位13社: 1,126（60%） ※１上位13社: 1,188名（67%）※１上位13機関: 1,466名（66%）※１

OKI 32Telia 46Syria 53

Motorola 27+8Royal KPN 58Italy 56

Telecordia 36Telenor 58Ukraine 58

Fujitsu 42KT 59India 62

Nokia 46Swisscom 65Japan 63

NEC 47Telecom Italia 65Canada 63

CSELT 69KDDI 69U.K. 95

ATT 77Russia 99

Nortel        91+51+DT 134France                 106

Siemens    136+17+BT 148Germany 187

Ericsson    147+5+FT 184China 232

Lucent      166+58 +NTT 188U.S.A. 342

ベンダ等 (167社、1,875名)電気通信事業者（87社、1,783名）政府機関（96機関、2,208名）

出典：ＩＴＵ－Ｔ※１：　全参加者数に占める上位13組織の参加者数の割合

■　ＩＴＵ－Ｔ会合への参加者数ランキング (07/98-08/00)

（参考資料１０）




